
 

令和４年度民間スポーツ振興費等補助金 

（中学生年代の都道府県大会等創設・開催支援事業） 

公募要領 
 

【１．事業の趣旨・目的】 

 競技志向ではない生徒についても、活動の成果発表の機会を確保する必要が

あることから、国内における中学生年代を対象とした都道府県レベルのスポー

ツリーグ又は大会等（以下「都道府県規模のスポーツ大会等」という。）の主催

者が総当たり戦や交流試合等の中学生の多様なニーズに対応した都道府県大会

を創設・開催するために要する経費の一部を国が補助し、もって中学生のスポー

ツ振興に寄与することを目的とする。 

 

【２．事業内容等】 

 （１）事業の対象となる大会 

  中学生年代を対象とした総当たり戦や、交流試合等、競技志向ではない生徒

も成果発表の場となる都道府県規模のスポーツ大会等 

 

 （２）補助対象事業者 

  都道府県規模のスポーツ大会等の主催者であって以下に該当する者 

   （ア）法人格を有すること（財団、社団、株式会社、NPO等） 

（イ）過去に都道府県規模のスポーツ大会等を開催した経験を有している 

こと。 

 

 （３）補助金の額・申請上限額 

  １大会あたり：上限 2,000千円 

  ※補助金の額は申請件数や審査結果に伴い予算の範囲内で決定します。 

 

【３．補助事業実施期間】 

 ・本事業のスケジュール等は別紙のとおりです。 

 ・交付内定日から令和５年３月３１日までの間に実施予定の大会等を支援の

対象とします。 

 

【４．補助対象経費】 

 ※本事業の実施に直接必要とする経費のみを計上して下さい。 

 ※事業内容との整合性を取ってください。 



 ※事業計画書、交付申請書および実績報告書の提出に当たっては、経費（単価

等）の根拠となる資料（内訳が分かる規程、見積書、請求書等の書類の写し）

を添付すること。 

 ※金額は切捨てや切上げをせず、円単位で計上してください。（１円未満の端

数が発生する場合は切り捨てとする。）また、各種書類には原則、消費税抜

きの金額を計上すること。 

 ※事業期間外に発注・納品された消耗品等の経費は補助対象となりません。 

 ※事業期間内であっても、事業終了間際に消耗品等を大量に購入すること等、

本事業と関係のない経費は認められません。 

 ※国費（国費を財源とする資金（補助金、委託金等）を含む。）、独立行政法人

等が交付する助成金及び公営競技等の収益による資金の支援を受けている

取組は、申請の対象外とする。（同一の取組に対して、国の他の補助金を重

複して受け取ることはできない。）上記以外の他の補助金（地方公共団体、

財団等が交付する補助金）を受給している又は受給予定の場合は、本補助金

を受け取ることが可能か、必ず、補助金事務局へ事前に確認すること。） 

 ※本事業の実施に当たって必要な調達をする場合は、複数社から見積書を徴

収する等により、当該経費の価格の妥当性等を確認した上で、計上すること。 

 ※補助事業実施団体自身が保有する製品、施設等の調達は、原則補助対象外と

する。 

 ※補助事業実施団体の子会社・グループ企業等から調達する場合は、他社の見

積を取る、利益分を除する等、当該経費が適正な価格であることを証明する

こと。 

経費区分 内容 

諸謝金 外部の者に依頼する事業実施の労務、会議出席、指導・助

言等に対する諸謝金 

※業者等との契約による場合は、雑役務費に計上 

※謝金の単価は補助事業者の謝金規定等により、妥当な単

価を設置すること（過大な謝金単価の計上は認められな

い場合がある。） 

旅費 交通費、日当・宿泊費 

※原則として、公共交通機関に限る（回数券、プリペイド

カード等の購入は補助対象外） 

※補助事業者が定める旅費規程に基づく金額が補助対象

（規程を有しない場合は実費） 

※航空機等を使用した際のマイレージポイント等やポイ

ント類は取得しないこと 



借損料 競技会場となる競技場や体育館などの借上げに必要な経

費等 

※補助事業実施団体が所有又は貸出を行っている施設を

使用する場合は補助対象外 

消耗品費 大会等の開催に当たり必要な消耗品に係る経費等（例え

ば、マスク、アルコール消毒液、包帯などの購入費） 

印刷製本費 大会等の開催に当たり作成したパンフレット等の印刷製

本に係る経費等 

※作成物には「令和４年度スポーツ庁補助事業」等、本補

助金を活用していることが分かるよう明記すること（明

記されていない場合は、原則、補助対象外） 

通信運搬費 大会等の開催に当たり作成したパンフレット等の発送に

係る経費等 

※電話代、通信料（インターネットを含む）は補助対象外 

賃金 大会等の開催に当たり、専ら本事業に従事するアルバイト

を採用する場合の人件費に係る経費等（例えば、会場案内

を行う係員や体温の計測を行う係員などの人件費） 

※雇用の必要性及び金額（人数、時間、単価（級号、超勤

手当の有無））の妥当性を判断の上、計上すること 

※派遣契約に基づくものは雑役務費に計上 

会議費 監督会議等の大会等の開催に当たり必要な会議に支払わ

れるお茶等に係る経費等 

※弁当代は、午前午後を通じて３時間以上の会議等を開催

した際のみ補助対象 

※社会通念上常識的な範囲内とし、宴会等の誤解を受けや

すい形態のもの、酒類や茶菓子などは補助対象外 

※内部構成員のみで行う会議や、開催通知や議事録等を作

成しない打ち合わせ程度のものは補助対象外 

雑役務費 上記以外の経費のうち、役務（業者との契約により行うも

の）の請負に対して支払うもの（例えば、会場設営や警備

などの役務の請負等） 

委託料 補助事業の実施に当たり、第三者に委託することが事業の

実施に合理的であると認められる場合に必要な経費 

※再委託費については、補助対象外 

※委託先に対する支払額を確定する場合には、補助事業者

自身が、各種帳類を確認すること 



※印刷等、完成物（納品物）を明確にすることができる仕

様書に基づいて実施する請負業務等は、雑役務費に計上

すること。 

 

【５．申請】 

 ①提出物 

  ア 事業計画書 

  イ 申請経費の根拠書類（様式自由） 

  ウ 申請団体の活動内容（様式自由） 

    ※会社案内、定款、要覧等、申請団体の営む主な事業が分かる資料を提

出すること。 

  エ 申請団体の財務諸表（様式自由） 

    ※最新の財務諸表等を提出すること。 

  オ 過去に都道府県規模のスポーツ大会等を実施した経験を有することを

証する資料（様式自由） 

  カ 申請する大会等に関する資料（様式自由） 

    ※開催要項や企画書など、当該大会等の実施詳細、経費の必要性が分か

る資料を提出すること。 

  キ 暴力団体等に該当しない旨の誓約書 

    ※必要事項を記入し Wordファイルとして編集可能な状態で提出するこ

と。 

    ※別途、役員等の氏名及び生年月日が明らかとなる資料（運転免許書、

健康保険証等）を添付すること（様式自由） 

 

 ※その他必要に応じてスポーツ庁から関係書類の提出を求める場合がありま

す。 

 

 ②申請方法 

  提出物を電子メールにより以下③に示す宛先まで送付をお願いします。 

 ※電子メールでの提出がどうしても困難な場合は、事前に以下③に示す担当

部局に相談をお願いします。 

 ※電子メール送信中の事故（未達等）については、当方は一切の責任を負いま

せん。 

 ※受信確認の確認メールが提出後１営業日以上たっても届かない場合は、電

話にて確認をお願いします。 

 



③提出先 

 〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

 スポーツ庁地域スポーツ課 地域運動部活動推進係 

 TEL:03-5253-4111（内線 3954） 

  e-mail：tiikisport@mext.go.jp 

 

 ④提出期限 令和４年１２月２１日（水） １７：００必着 

 

 ⑤その他 

  ・交付申請書等の作成費用については、申請する地方公共団体の負担としま

す。また、提出された交付申請書等については返却しません。 

  ・提出期限を過ぎてからの書類の提出及び提出期限後の書類の追加・差し替

えは一切認めません。 

 

【６.問合せ先】 

 スポーツ庁地域スポーツ課 地域運動部活動推進係 

 TEL:03-5253-4111（内線 3954） 

  e-mail：tiikisport@mext.go.jp 

 

 ※公募期間中の質問・相談等については、当該者のみが有利となるような質問

等については回答しかねます。質問等に係る重要な情報はホームページに

て公開している本件の公募情報に開示します。 

 

  

TEL:03-5253-4111
mailto:tiikisport@mext.go.jp
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（別紙） 

 

「中学生年代の都道府県大会等創設・開催支援事業」に係る 
公募スケジュール（イメージ） 

 

スポーツ庁 申請事業者（交付決定以降は「補助

事業者」と読み替える） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出期限：12/21（水）17:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記スケジュールは、応募件数や審査状況によって変更される場合がある。 

※本補助金は、交付すべき補助金の額を確定した後に支払う精算払を原則とす

る。ただし、必要があると認められる場合、補助金の全部又は一部について概

算払をすることができる。 

事業計画書の作成 

審査 

 

 

 

 

事業の実施 

 

 

 

 

 

確認 

請求書の作成 

補助金の支払 

募集案内の送付 

事業計画書の提出 

交付決定（1月） 

内定（12～1月） 交付申請書の作成 

交付申請書の提出 

 

 

確認 

実績報告書の作成 

額の確定 

実績報告書の提出 

請求書の提出 


